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原
子
力
発
電
施
設
等
立
地
地
域
の
振
興
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
修
正
案
新
旧
対
照
条
文 

○
原
子
力
発
電
施
設
等
立
地
地
域
の
振
興
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成
十
二
年
第
百
四
十
八
号
）
（
抄
） 

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
、
ゴ
シ
ッ
ク
部
分
は
修
正
部
分
） 

修 

正 

案 

政 

府 

案 

現 
 

 

行 

 

（
目
的
） 

第
一
条 

こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
三
年
三
月
十

一
日
に
発
生
し
た
東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震
に

伴
う
原
子
力
発
電
所
の
事
故
に
よ
り
原
子
力
に

よ
る
発
電
を
取
り
巻
く
環
境
が
大
き
く
変
化

し
、
原
子
力
発
電
施
設
等
の
周
辺
の
地
域
に
も

様
々
な
影
響
が
生
じ
て
い
る
こ
と
に
鑑
み
、
当

該
地
域
に
つ
い
て
、
地
域
の
防
災
に
配
慮
し
つ

つ
、
生
活
環
境
、
産
業
基
盤
等
の
総
合
的
か
つ
広

域
的
な
整
備
に
必
要
な
特
別
措
置
を
講
ず
る
こ

と
等
に
よ
り
、
こ
れ
ら
の
地
域
の
振
興
を
図
り
、

も
っ
て
国
民
経
済
の
健
全
な
発
展
と
国
民
生
活

の
安
定
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

  

（
振
興
計
画
の
内
容
） 

第
五
条 

（
略
） 

 

一
・
二 

（
略
） 

 

（
目
的
） 

第
一
条 

こ
の
法
律
は
、
原
子
力
に
よ
る
発
電
が

我
が
国
の
電
気
の
安
定
供
給
に
欠
く
こ
と
の
で

き
な
い
も
の
で
あ
る
こ
と
に
か
ん
が
み
、
原
子

力
発
電
施
設
等
の
周
辺
の
地
域
に
つ
い
て
、
地

域
の
防
災
に
配
慮
し
つ
つ
、
生
活
環
境
、
産
業
基

盤
等
の
総
合
的
か
つ
広
域
的
な
整
備
に
必
要
な

特
別
措
置
を
講
ず
る
こ
と
等
に
よ
り
、
こ
れ
ら

の
地
域
の
振
興
を
図
り
、
も
っ
て
国
民
経
済
の

健
全
な
発
展
と
国
民
生
活
の
安
定
に
寄
与
す
る

こ
と
を
目
的
と
す
る
。 

    

（
振
興
計
画
の
内
容
） 

第
五
条 

（
略
） 

 

一
・
二 

（
略
） 

 

（
目
的
） 

第
一
条 

（
略
） 

             

（
振
興
計
画
の
内
容
） 

第
五
条 

（
略
） 

 

一
・
二 

（
略
） 



  

二 

 
三 

農
林
水
産
業
、
商
工
業
、
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
源

（
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
と
し
て
の
水
素
及
び
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
（
太
陽
光
、
風
力
そ
の
他

非
化
石
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
う
ち
、
エ
ネ
ル
ギ

ー
源
と
し
て
永
続
的
に
利
用
す
る
こ
と
が
で

き
る
と
認
め
ら
れ
る
も
の
を
い
う
。
）
を
い

う
。
第
十
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
利
用
に
関

連
す
る
産
業
そ
の
他
の
産
業
の
振
興
に
関
す

る
事
項 

 

四
～
八 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

  

（
地
方
税
の
不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置
） 

第
十
条 

地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二

百
二
十
六
号
）
第
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、

地
方
公
共
団
体
が
、
原
子
力
発
電
施
設
等
立
地

地
域
の
区
域
内
に
お
い
て
製
造
の
事
業
、
新
エ

ネ
ル
ギ
ー
源
を
利
用
す
る
電
気
事
業
そ
の
他
政

令
で
定
め
る
事
業
の
用
に
供
す
る
設
備
を
新
設

し
、
又
は
増
設
し
た
者
に
つ
い
て
、
そ
の
事
業
に

対
す
る
事
業
税
、
そ
の
事
業
に
係
る
建
物
若
し

 

三 

農
林
水
産
業
、
商
工
業
そ
の
他
の
産
業
の

振
興
に
関
す
る
事
項 

        

四
～
八 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

  

（
地
方
税
の
不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置
） 

第
十
条 
地
方
税
法
（
昭
和
二
十
五
年
法
律
第
二

百
二
十
六
号
）
第
六
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
、

地
方
公
共
団
体
が
、
原
子
力
発
電
施
設
等
立
地

地
域
の
区
域
内
に
お
い
て
製
造
の
事
業
そ
の
他

政
令
で
定
め
る
事
業
の
用
に
供
す
る
設
備
を
新

設
し
、
又
は
増
設
し
た
者
に
つ
い
て
、
そ
の
事
業

に
対
す
る
事
業
税
、
そ
の
事
業
に
係
る
建
物
若

し
く
は
そ
の
敷
地
で
あ
る
土
地
の
取
得
に
対
す

 

三 

（
略
） 

         

四
～
八 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

  

（
地
方
税
の
不
均
一
課
税
に
伴
う
措
置
） 

第
十
条 

（
略
） 

       



 

三 

く
は
そ
の
敷
地
で
あ
る
土
地
の
取
得
に
対
す
る

不
動
産
取
得
税
又
は
そ
の
事
業
に
係
る
機
械
及

び
装
置
若
し
く
は
そ
の
事
業
に
係
る
建
物
若
し

く
は
そ
の
敷
地
で
あ
る
土
地
に
対
す
る
固
定
資

産
税
に
係
る
不
均
一
の
課
税
を
し
た
場
合
に
お

い
て
、
こ
れ
ら
の
措
置
が
総
務
省
令
で
定
め
る

場
合
に
該
当
す
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
と
き

は
、
地
方
交
付
税
法
第
十
四
条
の
規
定
に
よ
る

当
該
地
方
公
共
団
体
の
各
年
度
に
お
け
る
基
準

財
政
収
入
額
は
、
同
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、

当
該
地
方
公
共
団
体
の
当
該
各
年
度
分
の
減
収

額
（
事
業
税
又
は
固
定
資
産
税
に
関
す
る
こ
れ

ら
の
措
置
に
よ
る
減
収
額
に
あ
っ
て
は
、
こ
れ

ら
の
措
置
が
な
さ
れ
た
最
初
の
年
度
以
降
三
箇

年
度
に
お
け
る
も
の
に
限
る
。
）
の
う
ち
総
務
省

令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
額
を
同

条
の
規
定
に
よ
る
当
該
地
方
公
共
団
体
の
当
該

各
年
度
（
こ
れ
ら
の
措
置
が
総
務
省
令
で
定
め

る
日
以
後
に
お
い
て
行
わ
れ
た
と
き
は
、
当
該

減
収
額
に
つ
い
て
当
該
各
年
度
の
翌
年
度
）
に

お
け
る
基
準
財
政
収
入
額
と
な
る
べ
き
額
か
ら

る
不
動
産
取
得
税
又
は
そ
の
事
業
に
係
る
機
械

及
び
装
置
若
し
く
は
そ
の
事
業
に
係
る
建
物
若

し
く
は
そ
の
敷
地
で
あ
る
土
地
に
対
す
る
固
定

資
産
税
に
係
る
不
均
一
の
課
税
を
し
た
場
合
に

お
い
て
、
こ
れ
ら
の
措
置
が
総
務
省
令
で
定
め

る
場
合
に
該
当
す
る
も
の
と
認
め
ら
れ
る
と
き

は
、
地
方
交
付
税
法
第
十
四
条
の
規
定
に
よ
る

当
該
地
方
公
共
団
体
の
各
年
度
に
お
け
る
基
準

財
政
収
入
額
は
、
同
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、

当
該
地
方
公
共
団
体
の
当
該
各
年
度
分
の
減
収

額
（
事
業
税
又
は
固
定
資
産
税
に
関
す
る
こ
れ

ら
の
措
置
に
よ
る
減
収
額
に
あ
っ
て
は
、
こ
れ

ら
の
措
置
が
な
さ
れ
た
最
初
の
年
度
以
降
三
箇

年
度
に
お
け
る
も
の
に
限
る
。
）
の
う
ち
総
務
省

令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
算
定
し
た
額
を
同

条
の
規
定
に
よ
る
当
該
地
方
公
共
団
体
の
当
該

各
年
度
（
こ
れ
ら
の
措
置
が
総
務
省
令
で
定
め

る
日
以
後
に
お
い
て
行
わ
れ
た
と
き
は
、
当
該

減
収
額
に
つ
い
て
当
該
各
年
度
の
翌
年
度
）
に

お
け
る
基
準
財
政
収
入
額
と
な
る
べ
き
額
か
ら

控
除
し
た
額
と
す
る
。 

                     



  

四 

控
除
し
た
額
と
す
る
。 

  
 

 

附 
則 

 

（
略
） 

   
 

 

附 

則 

 

（
こ
の
法
律
の
失
効
） 

第
三
条 

こ
の
法
律
は
、
令
和
十
三
年
三
月
三
十

一
日
限
り
、
そ
の
効
力
を
失
う
。
た
だ
し
、
振
興

計
画
に
基
づ
く
事
業
に
係
る
国
の
負
担
金
、
補

助
金
又
は
交
付
金
の
う
令
和
十
三
年
度
以
降
に

繰
り
越
さ
れ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
第
七
条
及

び
第
十
三
条
の
規
定
は
、
こ
の
法
律
の
失
効
後

も
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。 

   
 

 

附 

則 

 

（
こ
の
法
律
の
失
効
） 

第
三
条 

こ
の
法
律
は
、
平
成
三
十
三
年
三
月
三

十
一
日
限
り
、
そ
の
効
力
を
失
う
。
た
だ
し
、
振

興
計
画
に
基
づ
く
事
業
に
係
る
国
の
負
担
金
、

補
助
金
又
は
交
付
金
の
う
ち
平
成
三
十
三
年
度

以
降
に
繰
り
越
さ
れ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
第

七
条
及
び
第
十
三
条
の
規
定
は
、
こ
の
法
律
の

失
効
後
も
、
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
。 

 


